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前回定例会（令和 4 年 11 月 2 日）以降の資源エネルギー庁の動き 

 
 令 和 ４ 年 １ ２ 月 ７ 日 
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁 
 柏崎刈羽地域担当官事務所 

 

１．エネルギー政策全般 

○「安定的なエネルギー需給構造の確立を図るためのエネルギーの使用の合理

化等に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令」及

び「安定的なエネルギー需給構造の確立を図るためのエネルギーの使用の合理

化等に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整理

及び経過措置に関する政令」が閣議決定されました【１１月８日】 

 

これらの政令は、第２０８回国会において成立した「安定的なエネルギー需給

構造の確立を図るためのエネルギーの使用の合理化等に関する法律等の一部を

改正する法律」（以下「改正法」といいます。）の一部の施行期日を定めるととも

に、所要の規定を整理し、所要の経過措置を定めるものです。 

（１）概要（※改正法附則第１条第２号により施行される主な内容） 

① 独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構法の一部改正 

・「独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構」を「独立行政法人エネル

ギー・金属鉱物資源機構」に改称する。 

・機構の業務に、水素・アンモニア等の製造・液化・貯蔵等、CCS 事業、国内

におけるレアメタル等の選鉱・製錬に対する出資・債務保証等、洋上風力発

電のための地質構造調査等を追加する。 

② 電気事業法の一部改正 

・発電事業の用に供する発電用の電気工作物の出力等の変更を事後届出制か

ら事前届出制に改める。 

・発電事業等の用に供する蓄電用の電気工作物を改正法の施行日以後も引き

続き維持及び運用しようとするときは、施行日前に設置場所、出力及び容量

等を経産大臣に届け出なければならないこととする。 

 

○IAEA による東京電力福島第一原子力発電所の ALPS 処理水の安全性に関する

レビュー（２回目）が行われました【１１月１８日】 

 １１月１４日から１８日、IAEA（国際原子力機関）の原子力安全・核セキュリ

ティー局のグスタボ・カルーソ調整官を含む７名の IAEA 職員と、９名の国際専

門家（アルゼンチン、中国、韓国、フランス、マーシャル諸島、ロシア、英国、

米国、ベトナム）が日本を訪れ、東京電力福島第一原子力発電所における ALPS

処理水の安全性に関するレビューが行われました。今回のレビューの結果につ

いては、来年初旬を目途に IAEA から報告書として公表されることが見込まれて
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います。 

ALPS 処理水の安全性に関するレビューミッションは、IAEA との間で昨年７月

に署名したALPS処理水の取扱いに係るレビューの包括的な枠組みに関する付託

事項（TOR）に基づき実施されるもので、今回で２回目になります。第１回は本

年２月１４日から１８日まで行われました。 

 

○燃料（ＬＮＧ）の安定供給確保に向けて、電力・ガス事業者、資源開発事業者・

商社との第２回官民連絡会議を開催しました【１１月２１日】 

（１）連絡会議の趣旨 

近年、国際的なエネルギー情勢の変化や、生産国の相次ぐ設備トラブル、燃料

価格の歴史的な高騰等により、ＬＮＧ調達をめぐる状況の不透明感が増してい

ます。今冬以降も、当面の間は厳しい需給状況が想定されます。 

経済産業省では、電力・ガスの需給対策のほか、電力・ガス共通の課題である

燃料調達について、需給ひっ迫を防ぐため、業界を超えた原燃料融通の枠組みを

新たに設けたところです。 

そこで、今冬の電気・ガスの需給の見通し、ＬＮＧの調達・確保の重要性につ

いて認識や懸念事項を共有するため、電力・ガスの団体・事業者、ＬＮＧ調達を

担う資源開発事業者・商社に参加いただき、１１月２１日に第２回電力・ガス需

給と燃料（ＬＮＧ）調達に関する官民連絡会議を開催しました。 

 

（２）第２回連絡会議の概要 

大手電力・ガス各社の直近のＬＮＧ在庫は高い水準にあり、現時点では、直ち

に原燃料のひっ迫となる状況ではないと考えておりますが、ＬＮＧを巡る調達

環境は依然として厳しいことから、電力・ガス事業者に対し、引き続き、計画的

かつ着実なＬＮＧの調達をお願いしました。 

また、仮に電力・ガス需給がひっ迫した際の対応については、業界の垣根を越

えてＬＮＧの融通を行うなど、官民一体となって対応していくことを確認しま

した。 

 

○令和３年度(２０２１年度)エネルギー需給実績を取りまとめました(速報)

【１１月２２日】 

エネルギー需給実績(速報)のポイントは以下の通りです。 

（１）需要動向 

最終エネルギー消費は前年度比 2.0%増。うち石炭は同 12.1%増、都市ガスは同

4.5%増、電力は同 2.0%増、石油は同 0.4%減。 

家庭部門は、新型コロナウイルス感染の落ち着きによる在宅時間減の影響な

どから前年度比減少。企業・事業所他部門は、前年度の需要減からの回復影響な

どから増加。 

最終消費を部門別に見ると、企業・事業所他が前年度比 4.5%増（うち製造業

は同 5.6%増）、運輸が同 1.0%増の一方、家庭は同 6.5%減。 
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電力消費は、企業・事業所他は同 5.5%増(うち製造業は同 5.8%増) 、家庭は同

6.2%減。 

 

（２）供給動向 

一次エネルギー国内供給は、前年度比 3.4%増。化石燃料は同 1.4％増となり、

8年ぶりに増加。再生可能エネルギー（水力含む）は 9年連続で増加。 

化石燃料では、石炭は前年度比 6.8%増、石油は同 2.9%増、天然ガス・都市ガ

スは同 6.4%減。非化石燃料では、原子力は同 82.6%増、再生可能エネルギー(水

力を除く)は、太陽光発電がけん引し同 10.3%増。非化石燃料のシェア増加によ

り、化石燃料シェアは東日本大震災以降で最小となった(83.2%)。 

発電電力量は前年度比 3.2%増(1 兆 327 億 kWh)。非化石電源の割合は 27.1%(前

年度比 3.5%ポイント[%p]増加)。 

発電電力量の構成は、再エネが 20.3%(同 0.5%p 増)、原子力が 6.9%(同 3.0%p

増)、火力(バイオマスを除く)が 72.9%(同 3.5%p 減)。 

エネルギー自給率(IEA ベース)は、前年度比 2.1%p 増の 13.4%。 

 

（３）ＣＯ２排出動向 

エネルギー起源 CO2 排出量は、前年度比 1.2%増、2013 年度比 20.7%減となる

9.8 億トンとなり、2020 年度に引き続き 10 億トンを下回った。 

CO2 は東日本大震災後の原発稼働停止等の影響で 2013 年度まで 4 年連続で増

加したが、その後の需要減、再エネ普及や原発再稼働により、減少傾向。2021 年

度は、コロナ禍からの需要回復影響等により、8年ぶりに前年度比で増加。 

部門別では企業・事業所他が前年度比 3.8%増、運輸が同 1.0%増、家庭が同 8.3%

減。 

 

○地層処分研究開発における地下研究所共同利用に関するNEA-METI国際ワーク

ショップを開催しました【１１月２４日】 

資源エネルギー庁は、本年１１月１日から３日に、経済協力開発機構／原子力

機関（OECD/NEA）とともに、地下研究所の共同利用に関する国際ワークショップ

を開催しました。各国の地下研究所の研究開発の現状に関する話題提供、幌延深

地層研究センターの視察、パネルディスカッション等を通じ、地下研究所を活用

した研究開発による国際協力の方向性等について議論しました。 

 

○西村経済産業大臣は、欧州委員会シムソン委員（エネルギー担当）と水素に関

する協力覚書に署名しました【１２月２日】 

 西村経済産業大臣は、欧州委員会のシムソン委員と水素分野における更なる

協力の進展に向け、水素に関する協力覚書に署名しました。 

署名された覚書では、水素政策や規制、インセンティブ等に関する情報交換や

国際的な水素の取引に関する協力を行い、水素社会の発展に向けて協力するこ

とに合意しました。日本と欧州の間では、既に水素分野における協力が進んでい
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ます。今回の署名を契機として欧州委員会と緊密に連携し、水素分野における協

力を一層加速化させます。 

また、西村大臣より、福島第一原子力発電所の廃炉に関して、安全性を確保し

た ALPS 処理水の海洋放出の取組について説明を行うとともに、EU が講じている

原発事故を起因とする日本産食品の輸入規制の早期撤廃に向けて働きかけを行

いました。 

 

○エネルギーのこれからを学べる資源エネルギー庁の情報サイトがリニューア

ルしました 

 経済産業省では、２０１７年より資源エネルギー庁のホームページ上で、情

報サイト「スペシャルコンテンツ」の運用を行ってまいりました。今回、この

「スペシャルコンテンツ」を「エネこれ」と命名してリニューアルするととも

に、エネルギーに関する知識がなくても、エネルギーのことが学べる特設ペー

ジ（https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/lp/）を新設しました。

情報発信を強化し、今後も生活に身近なエネルギーに関する様々な情報を、よ

り多くの方々に分かりやすく提供してまいります。 

 

① 新名称と新ロゴ 

② 新名称のコンセプト 

エネルギーに関する疑問やテーマは様々です。当サイトでは、多種多様な

エネルギーに関する情報をわかりやすく提供し、「エネルギーと言えば、こ

れ！」と多くの方々から呼んでいただけるようなサイトを目指しており、そ

の思いから「エネこれ」という名称を新たに設定しました。 

また、エネルギーを取り巻く国内外の動向や取組みに関する情報提供も行

い、エネルギーの「これまで」と「これから」がわかるサイトも目指してい

きます。 

③ 新ロゴのコンセプト 

今、エネルギー（Energy）を取り巻く環境は日々大きく変化し、また複雑

化しています。「エネこれ」では、そのエネルギーを様々な視点から、また

様々なテーマを通じてわかりやすく情報提供することを目指しております。

ロゴのシンボルマークの「様々な角度の E」は我々が提供したい様々な視点

を、「様々なカラーの E」は様々なテーマを表現しています。 
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（１）エネルギー政策を考えるための、４つの理想【１１月７日公開】 

（２）温暖化は今どうなっている？目標は達成できそう？「IPCC」の最新報告書

【１１月１０日公開】 

（３）自動車の“脱炭素化”のいま（後編）～購入補助も増額！サポート拡充で

電動車普及へ【１１月１７日公開】 

（４）これからの需給バランスのカギは、電気を使う私たち～「ディマンド・リ

スポンス」とは？【１２月２日公開】 

 

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/ 

  （当事務所でも紙媒体で配布しています） 

 

●資源エネルギー庁メールマガジン（配信登録） 

https://www.enecho.meti.go.jp/about/mailmagazine/ 

●統計ポータルサイト（エネルギーに関する分析用データ） 

https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/analysis/ 

 

２．電気事業関連 

○第６回原子力小委員会革新炉ワーキンググループ【１１月２日】 

第６回は、革新炉開発について報告、議論が行われました。 

 

○第３３回原子力小委員会【１１月８日】 

第３３回は、（１）電気事業連合会 松村専門委員プレゼン、（２）各ＷＧ

からの報告、（３）原子力政策に関する今後の検討事項について、報告、議

論が行われました。 

 

○第５５回電力・ガス基本政策小委員会【１１月８日】 

第５５回は、（１）小売電気事業の在り方等について、（２）電力需給対策

について、（３）送配電事業の在り方について、報告、議論が行われまし

た。 

 

○第９回地層処分研究開発調整会議【１１月１０日】 

第９回は、地層処分研究開発に関する全体計画（令和５年度～令和９年

度）（第１章及び第２章）について報告、議論が行われました。 

 

○第５６回電力・ガス基本政策小委員会【１１月２４日】 

第５６回は、（１）小売電気事業の在り方等について、（２）安定供給に必

要な供給力確保と送配電事業の在り方について、（３）電力制度の再点検結

果を踏まえた今後の電力政策の方向性について、報告、議論が行われまし

た。 
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○第３４回原子力小委員会【１１月２８日】 

第３４回は、原子力政策に関する今後の検討事項について、報告、議論が

行われました。 

 

○第２１回地層処分技術ＷＧ【１１月２９日】 

第２１回は、文献調査段階における評価の考え方について報告、議論が行

われました。 

 

○廃炉等円滑化ＷＧ中間報告【１１月２９日】 

（１）中間報告

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/genshiryoku/hai

ro_wg/pdf/20221129_1.pdf 

 

（２）概要

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/genshiryoku/hai

ro_wg/pdf/20221129_2.pdf 

 

○第７２回制度検討作業部会【１１月３０日】 

第７２回は、（１）ベースロード市場について、（２）予備電源について、

（３）容量市場について、（４）長期脱炭素電源オークションについて、

（５）非化石価値取引について報告、議論が行われました。 

 

 

３．新エネ・省エネ関連 

○第３７回省エネルギー小委員会【１１月２日】 

第３７回は、（１）改正省エネ法の施行に向けて、（２）今後の省エネル

ギー政策について報告、議論が行われました。 

 

○第１８回バイオマス持続可能性ＷＧ【１１月２日】 

第１８回は、（１）既存認証スキームによるライフサイクル GHG の確認に

ついて、（２）認証スキームヒアリング、（３）国内木質バイオマス等のライ

フサイクル GHG の確認方法について、報告、議論が行われました。 

 

○第１回次世代の分散型電力システムに関する検討会【１１月７日】 

第１回は、（１）検討会の設置について、（２）次世代の分散型電力システ

ムの構築に向けた現状・課題等について、（３）今後の進め方について、報

告、議論が行われました。 

 

○第３回再生可能エネルギー長期電源化・地域共生ＷＧ【１１月９日】 
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第３回は、再生可能エネルギーの長期電源化及び地域共生に向けた制度的

検討について報告、議論が行われました。 

 

○第４６回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会

【１１月１５日】 

第４６回は、（１） 認定失効制度について、（２） 電力ネットワークの次

世代化について報告、議論が行われました。 

 

○第６回アンモニア等脱炭素燃料政策小委員会合同会議【１１月１６日】 

第６回は、（１）関係団体からのヒアリング、（２）水素・アンモニアの商

用サプライチェーン支援制度について、（３）効率的な水素・アンモニア供

給インフラの整備について報告、議論が行われました。 

 

○第９回荷主判断基準ＷＧ【１１月１７日】 

第９回は、（１）改正省エネ法を踏まえた荷主制度の対応、（２）業界等ヒ

アリングについて報告、議論が行われました。 

 

○第３回工場等判断基準ＷＧ【１１月２２日】 

第３回は、改正省エネ法に基づく措置について報告、議論が行われまし

た。 

 

○第１９回バイオマス持続可能性ＷＧ【１１月２２日】 

第１９回は、（１）FIT/FIP 制度が求める持続可能性を確認できる第三者

認証について、（２）バイオマス燃料のライフサイクル GHG 既定値につい

て、（３）木質バイオマス証明ガイドラインについて（林野庁）について報

告、議論が行われました。 

 

○第４回再生可能エネルギー長期電源化・地域共生ＷＧ【１１月２５日】 

第４回は、再生可能エネルギーの長期電源化及び地域共生に向けた制度的

検討について報告、議論が行われました。 

 

○第２回次世代の分散型電力システムに関する検討会【１１月２８日】 

第２回は、（１）ディマンドリスポンスの更なる促進について、（２）EV 

等の電力システムでの活用について報告、議論が行われました。 

 

○第４３回系統ＷＧ【１１月３０日】 

第４３回は、（１）再生可能エネルギー出力制御の低減に向けた取組等に

ついて、（２）系統用蓄電池について、（３）日本版コネクト＆マネージにつ
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いて、（４）系統連系に関する各地域の個別課題について報告、議論が行わ

れました。 

 

○第５回再生可能エネルギー長期電源化・地域共生ＷＧ【１２月５日】 

第５回は、中間とりまとめ（案）について報告、議論が行われました。 

 

○中間とりまとめ（案）

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/kyo

sei_wg/pdf/005_01_00.pdf 

 

 

４．その他 

○第３回ＣＣＳ事業・国内法検討ＷＧ【１１月８日】 

第３回は、（１）第２回ＷＧの振り返りと今後のＷＧでの議論の進め方、

（２）貯留事業権について、（３）貯留事業に係る保安について、（４）貯留

事業に係る賠償責任について報告、議論が行われました。 

 

○第９回メタネーション推進官民協議会【１１月２２日】 

第９回は、（１）メタネーションに関する各社の取組等について、（２）国

内、海外メタネーションの推進等について報告、議論が行われました。 

 

○第４回ＣＣＳ事業コスト・実施スキーム検討ＷＧ【１１月２２日】 

第４回は、（１）前回の WG での議論の振り返りと今後の議論の進め方、

（２）CCUS 事業に対する国民理解促進、（３）海外 CCS 事業の意義と課題、

（４）CCUS 事業に対する政府支援の在り方（案）について報告、議論が行わ

れました。 

 

○第４回ＣＣＳ事業・国内法検討ＷＧ【１２月２日】 

第４回は、（１）第３回ＷＧの振り返りと今後の議論の進め方、（２）貯留

事業財団について、（３）二酸化炭素の分離回収事業及び輸送事業につい

て、（４）二酸化炭素の輸出について、（５）二酸化炭素の取引について報

告、議論が行われました。 

 

 

●経済産業省 新型コロナウイルス関連支援策（随時更新） 

https://www.meti.go.jp/covid-19/index.html 

（以上） 


























